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はじめに

医療従事者は、喫煙者が喫煙に無関心でいられなくなり、健康的な行動が取れるよう教育的かつ環境的な支援体制を整えて行く必要がある。

　当院では、平成12年１月より病院内および敷地内を含む構内の全面禁煙を実施している１）。その後医師が行なう禁煙外来の他、禁煙指導パトロール、禁煙週間行事などの取り組みを行なってきた２）。平成13年４月より入院前に喫煙しているが禁煙外来を希望しない入院患者に対して禁煙の指導と支援を行なってきた。また、この「禁煙指導・支援」は外来通院中も行なっている。

今回、この「禁煙指導・支援」のあり方を再検討すべく、禁煙指導を行なった患者に対して退院後にアンケート調査を行い、その有効性について評価を行なったので報告する。

対象と方法

平成13年４月１日～平成14年３月31日まで当院に入院した患者で禁煙支援を受けた98名に対して郵送によるアンケート調査（一部電話による聞き取り調査）を行なった。アンケートの内容は独自に作成したものである。

調査は平成14年５月から６月にかけて行い、退院後から調査までの期間は２ヶ月から15ヶ月（平均7.2ヶ月）であった。なお、統計処理はカイ２乗検定で行なった。

[「禁煙指導・支援」の方法]

1． 喫煙者全員に対し、医師および看護師が共通のパンフレット（「これでたばこが　　やめられる」・「受動喫煙」）を入院予約時あるいは、入院時に渡して個別的に指導する。指導時間は５～10分である。

2． 禁煙情報用紙（喫煙歴など個人情報およ　　び入院期間中の指導支援内容を記載）を用いて、退院時外来へ情報提供する。

成績

調査対象98名中、回答した71名（回答率72.4％）の性別は男性51名女性20名で、年

齢は21～80歳（平均56.2歳）であった。退院後も禁煙を継続していると回答した者（禁煙群）は、71名中39.4％であった。一方、現在は喫煙をしていると回答した者（喫煙群）は60.6％であった（図１）。

一日の喫煙本数別に見ると、11本～20本と回答した者が両群共多かった。21本～30本では禁煙群が多かったが、有意差はなかった（図２）。

入院時に「入院を機会に禁煙したいですか」の質問に対し禁煙群では「はい」と回答した者は64％で、「いいえ」と回答した者は36％であった。一方、喫煙群では質問に対し「はい」「いいえ」は各々約50％であった（図３）。

入院期間を比較すると禁煙群では、10日以

内の入院期間の禁煙率が36.5％と多い傾向であった（0.05<p<0.1）。一方、喫煙群では入院期間31日以上が37.5％と多い傾向であった（0.05<p<0.1）（図４）。

医師からの指導・支援が十分であったかどうかでは、禁煙群では60％の者が十分指導・支援を受けたと回答したのに対して40％の者が不十分あるいは指導・支援なしと回答していた。一方、喫煙群では44％の人が不十分あるいは指導・支援を受けたと回答したのに対して、56％の者が不十分あるいは指導・支援なしと回答していた（図５）。

看護師からの指導・支援が十分であったかどうかでは、喫煙群では40％の者が十分指導・支援を受けたと回答したのに対して、60％の者が不十分あるいは指導・支援なしと回答していた。一方、禁煙群では80％の者が十分指導・支援を受けたと回答したのに対して、20％の者が不十分あるいは指導・支援なしと回答していた(p<0.05)（図６）。

考察

今回の研究では、禁煙外来（補助剤ニコチネル使用）を受診せず、入院期間中に禁煙指導・支援を行ない、その結果退院後も禁煙が継続できているか否か、アンケート調査を行なった。禁煙指導・支援のみで禁煙できた者（禁煙群）は39.4％であった。その禁煙群の中には入院を機会に禁煙したいと思わなかった患者が36％を占めたことから、医師や看護師の指導・支援を行なうことにより、入院時禁煙を考えていなかった患者も禁煙の動機付けとなったことが明らかとなった。

小川３）はがん専門病院における禁煙指導の中で、中身の濃い指導内容のみならず、頻繁な接触によっても禁煙率が高まると述べている。したがって、入院期間が長くなればなるほど禁煙を継続するものが多くなると予想されたが、今回の検討では逆の結果であった。一方、禁煙群では看護師からの指導・支援が十分であったとの回答が多かったことから、看護師の役割がきわめて重要と考えられた。

石井４）は禁煙外来（補助剤使用）受診後６ヶ月の禁煙成功率は６割前後であると報告している。また当院の禁煙外来の禁煙成功率は43.7％であった２）ことから禁煙補助剤なしの禁煙指導・支援の成積としては評価しうるものと考えられた。

おわりに

　入院前に喫煙していた入院患者に対して「禁煙指導・支援」を行なっているが、退院後にアンケート調査を行なってその有効性について検討した。

１．退院後も禁煙を継続している者は、39.4％であり、禁煙の動機付けはより容易であると考えられた。

２．入院時に継続的な禁煙を希望しない者でも、禁煙に成功した者が少なからずあり指導・支援が有効であったと思われた。

3． 禁煙を継続している群では、入院中の禁

煙指導・支援を医師、看護師から十分に受けていた率が高かった。

以上より入院中の指導・支援の体制の整備が禁煙にきわめて重要である事が明らかになった。

本論文の要旨はThe 7th Asia Pacific 

Conference on Tobacco or Health (２００４年９月１５－１８日、慶州、韓国)で発表した。
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From April, 2001, nurses and doctors have been providing guidance and support hospitalized patients who are smokers and who prefer not to consult the outpatient clinic for smoking cessation assistance. A questionnaire investigation was carried out by mail for patients who underwent support for smoking cessation. Twenty eight out of 71 people who continued smoking cessation (former smokers). Among the former smokers, 36% did not want to discontinue smoking at the time of hospitalization. We found out that the former smokers received more sufficient support from medical staff, than the patients who started to smoke again after discharge. In conclusion, it would appear that the establishment of a support system for smoking cessation assistance is important.  
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